
こうした機会をいただき誠に有難うございます。立命館大学の小澤です。立命館大学
DAISY研究会（Rits-DAISY)を平成２１年（２００９年）から立ち上げ、デジタル図書ツー
ルを使って、外国人児童の教育支援活動を行ってきました。こうした経験を踏まえて、
本日は、ニューカマーの子どもたち、すなわち、外国人児童生徒の立場から、デジタル
教科書のアクセシビリティーについて問題提起をさせていただきたいと思います。

1



本日の報告では、最初に、日本における外国人児童生徒がおかれた状況を統計デー
タで確認した後に、Rits-DAISYによる支援活動体験から見えてきた「外国人児童生徒
が直面している文化的・社会的な壁」についてご説明したいと思います。そのうえで、
外国人児童生徒の立場から見たデジタル教科書政策のあり方について課題整理を試
みたいと思います。

2



文部科学省の一昨年の調査から、日本語指導が必要な外国人児童生徒（小・中・高校
生）の１０年の推移を確認しておきましょう。こうした推移は、長期滞日外国人の全体の
人口と比例しています。リーマンショックの平成２０年（２００８年）まで、増加傾向にあり
ましたが、その後、若干、減少しています。現在、２万７０００人余りの外国人児童生徒
が日本語の教育を必要としていると報告されています。
詳しく見ておくと、平成２０年（２００８年）以降、ブラジル・ペルーからの児童生徒は経済
事情（いわゆる派遣切りによる保護者の失職）のため帰国を余儀なくされ、減少の一途
をたどっています。これに対して、フィリピンからの児童・生徒が増加しつつあります。
こうした傾向は、外国人児童生徒問題に大きな構造的変化をもたらしています。
平成２年（１９９０年）から受け入れてきた南米日系人たちは、主として自動車関連企業
などの労働者として来日しており、中京地域など特定地域に集住状況が発生しました。
地域社会で生じた摩擦はもちろん大きかったのですが、（自治体・教育委員会・学校、
そして地域住民）地域社会側の対応も積み重ねられてきました。
これに対して、フィリピン人たちの近年の増加は、平成 ２１年（２００９年）の改定国籍
法施行が大きく影響しています。主に、全国の病院や福祉施設での介護労働者として
母子で来日しており、全国に分散して在住しています。こうした分散型の外国人児童生
徒に対する支援は、その対応がきわめて難しく、各地の学校が悲鳴を上げ始めている
のです。
こうした多様な地域からの流入の傾向は、今後も高まっていくものと思われます。
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法務省のデータから外国人若年層の長期滞在人口を見ておきましょう。この表は、外
国人若年層人口上位５カ国を今年の６月時点のデータからリストアップしたものです。
在日韓国・朝鮮人は、その多くが３世・４世で日本語は達者です。こうした点を考慮する
と、６歳から１４歳の義務教育期間では、少なくとも８万人、高校まで広げると、少なくと
も１１万人の日本語の教育が必要な外国人児童生徒が日本には長期滞在しているこ
とが分かります。
先の文科省によって把握された日本語の学習を必要とする小・中・高校生データとの
差は、８万人余りにもなります。その内訳の多くは、インターナショナル校、もしくは、外
国学校に通っている生徒と推察されます。しかし、公立学校に適応できずに、こうした
外国人学校に通わざるをえない子どもたちがいることを念頭に入れておくべきです。ま
た、学校には行けていない学校不在籍の生徒もいるものと思われます。つまり、２万７
０００人という数字は、じつは、公立学校の受け入れ環境が改善すれば、もっと大きくな
りうる数字であると認識しておく必要があります。
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提示したグラフは、大阪成蹊大学の鍛治到氏が、国勢調査から外国人の高校在籍率
を推定したものです。平成１２年（２０００年）の段階で、在日韓国・朝鮮人生徒は、日本
人生徒と同じ水準であり、中国人生徒の場合は、それに迫る水準となっています。しか
し、ブラジル・フィリピン人生徒は、入学時の段階で、５０～４０％ですが、卒業時には、
４０％～３０％となっており、これは、驚くほどに低い比率です。
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鍛治氏論文からは、２０年間にわたる高校通学率の変化も見ることができます。このグ
ラフからは、いずれのエスニックグループでも、通学率の改善傾向を見てとることがで
きますが、ブラジル、ベトナム、フィリピン、インドネシア人生徒の場合は、平成２２年（２
０１０年）の段階でも、６０％から４０％の間に位置していることが確認できます。日本社
会側が努力している様子はデータから確かに明らかですが、依然として、外国人児童
生徒の教育問題は深刻な課題として我々の前にあることが確認できます。
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こうしたエスニックグループ間の高校進学率・通学率の差には、もちろん経済的・社会
的な原因も考えられますが、その差の多くは、「言葉の壁」、とくに、「学習言語」の習得
において、子どもたちが直面している「言語の壁」の高さが大きく影響していると思いま
す。
高校卒業資格が持つ社会的意味は重大です。中卒では、日本ではもちろんのこと、母
国に帰国しても、就職は難しくなります。
介護労働者として増加しているフィリピン人の場合、その多くは母子家庭です。全国の
介護施設や病院を職場として、分散して滞在しています。子どもが、日本人の男性との
間で生まれたために、日本国籍取得の可能性があり、来日して経済活動が認められて
いるケースが多いのです。フィリピンの言語は、英語、タガログ語だけではありません。
イロカノ語、ビサヤ語などの地域言語が複数存在します。こうした複雑な言語環境が、
受け入れ学校側の対応をより困難なものとしています。
また、保護者の教育に対する熱心度も、中国や朝鮮から来られた方よりも低い場合が
多く、それも学習支援をいっそう難しくしています。
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カナダ・トロント大学の教育学者J．カミンズは、学校生活における言語習得において、
日常言語能力とは異なる学習言語能力（抽象的な概念の把握と論理的思考のベース
となる言語能力）の重要性を指摘しています。そして、学習言語能力は、母語と新たな
獲得言語との併行的な学習によって獲得されると主張しています。こうした理論を裏付
けるデータは、日本人研究者によっても報告されています。
こうした発想は、文部科学省の政策（『外国人児童生徒受け入れの手引き』平成２３年
（２０１１年））にも一部取り入れられているのですが、学校現場では、こうした認識が共
有化されているとはとても言い難い状況です。
こうした母語・日本語教育の併行的な実施は、とりわけ、小学校教育課程において保
障される必要がありますが、問題は人材育成であり、そのためには、資金も時間もか
かります。ましてや、近年増加している分散型・母語多言語型の子どもたちに、こうした
環境を保障することはさらに難しい課題となります。
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外国人児童生徒に対する教育政策を振り返ると、近年、大きな進展がありました。

日本語教育支援では、今年から、従来、正式な教育課程に位置づけられていなかった
日本語指導が、「特別の教育課程」として正規化されました。これにより、学校間格差
や地域格差の解消が期待されます。

また、母語教育支援では、平成２３年（２０１１年）の『外国人児童生徒受け入れの手引
き』で、学校に様々な外国人児童生徒を受け入れている現実を踏まえ、試験も教科に
よっては、母語での解答を認めるように勧めています。一部の自治体では、こうした政
策をすでに推進しています。たとえば、大阪府などでは、府立高校の入学試験におい
て、特別な配慮がなされているほか、母語支援も可能な教育サポーターの派遣事業が
実施されています。

そして、国際理解教育についても、文部科学省政策において、その重要性が指摘され
てきました。

しかし、問題は、こうした外国人児童生徒教育政策において、デジタル教材の利用と言
う論議は抜け落ちている点です。もちろん、カスタネットという教材共有化サイトも立ち
上げられていますが、その教材のほとんどはｐｄｆベースであり、紙媒体とはあまり変わ
りません。また、今盛んに行われているデジタル教科書論議の中でも外国人児童生徒
の教育問題は抜け落ちているという現状があります。
まさに、外国人児童生徒教育政策の死角なのです！
こうした状況に至った原因ですが、

１）滞日外国人の人口比１．６４％（平成２６年６月時点）というマイノリティの問題である
から。
２）外国人児童・生徒に対する教育義務規定の欠如から。
という理由が考えられます。

支援の困難なケースにこそ、一層、デジタル教材が拓く可能性が大きいだけに、IT先進
国日本としては、とても残念な状況です。
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ところで、デジタル教科書の強みとは、いったい何でしょうか？ 「動画の収録」「データ
収録の豊富化」「双方向型コミュニケーションへの容易な移行」「インターネット情報へ
のリンクの容易性」「改定の容易化」など、さまざまな長所が挙げられるでしょう。しかし、
私は、その中でも、「アクセシビリティーの優位性」が一番重要な強みだと考えています。
つまり、多様なマイノリティの子どもたちに、教科書が「読めるもの」「理解しやすいも
の」にできる可能性を拓けるということです。
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外国人児童生徒ユーザー側からのデジタル教科書のメリットとしては、母語や「やさし
い日本語」による説明を付加できる点が挙げられます。また、 文字・映像・音声を何度
でも再生できるとう点は、言語学習者にとってはとても便宜です。
デジタルテキストの強みは、「テキストの共有化が容易」「作成したテキスト（支援技術）
の質を高めることができる」「時間・距離を越えた支援体制が構築できる」といった点に
あります。
それゆえに、今まで、こうした支援活動に関われなかったような大学生も、支援活動に
加わることができますし、より多くの専門家・ボランティアが参加することにより、支援の
質の向上の可能となるでしょう。
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こうしたデジタルツールの利点に基づき、Rits-DAISYでは、図のような国境を跨る支援
システムの構築を提案し推進しています。「グローバル化の進展によって生じた問題で
あるのであれば、支援システムも国境を越えて構築していくべきだ」という支援におけ
る新しい発想です。
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Rits-DAISYでは、今まで外国人児童生徒の教育支援を様々試みてきましたが、こうし
た活動を振り返り紹介しながら、アクションリサーチの中から見えてきた、日本社会の
おけるバリア（壁）について具体的に説明していきましょう。
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私たちの活動に興味を持たれた方は、ぜひ、日英両言語で立ち上げた、私たちのサイ
ト（URL: rits-daisy.com)をご覧ください。
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このサイトでは、今まで制作した多言語DAISY図書をオープンソースでダウンロードで
きるようにしています。
先の新たな支援モデルの重要な点は、多くのボランティアが教材作成に協力できる仕
組みです。たとえ、ボランティアが制作した者であっても、多くの人びとの力が結集して
いくことにより、その品質も改善していけるからです。そうした点で、オープンソースポリ
シーは、重要なポイントとなります。
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Rits-DAISYでは、平成２２年（２０１０年）に滋賀県の初期日本語教室（プレスクール）の
先生と協力して、その３カ月カリキュラムの多言語DAISY教材化を試みてきました。日
本語とポルトガル語、スペイン語、中国語、英語、タガログ語のバージョンの多言語
DAISY教材があります。
（フラッシュカードの事例の映し出し）

本日は、この中から国語教科書の多言語化の試みから見えてきたことを後ほど紹介し
ます。

学校で外国人児童生徒たちは、国語を始め、一般教科を日本人の児童生徒と一緒に
勉強しています。その際、音訓読みなど多様な読み方がある漢字が高い障壁となって
います。しばしば、外国人児童生徒の指導では、教科書へのルビ振りが課題として課
されます。しかし、後ほど説明するように、すでにDAISY版教科書が、日本障害者リハ
ビリテ―ション協会のサイトから、読み困難な児童生徒に向けて配布されており、そこ
には、全ルビ、部分ルビ、そしてルビ無しの小学校中学校のDAISY版教科書が用意さ
れています。こうした既存のデジタル教科書を使用でしれば、外国人児童生徒は、自
力で読みの訓練ができるのです。

デジタル絵本については、後ほど説明することにしましょう。
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さて、DAISY版教科書は、ディスレクシア（読み書き困難）の子どもたち向けに提供され
ているものです。ディスレクシアといっても、今日お越しの方は、実感的にはピンとこな
いと思います。
そこで、試みに、この文章を読んでみてください。いかがでしょうか？ 実際には、どの
ようにディスレクシアの方に見えているかは個人差が大きく明らかではありません。し
かし、こうした体験からディスレクシアの子どもたちの大変さを疑似体験することは可能
です。
私は、日本語に慣れていない外国人児童生徒も、こうした体験と同様なことを毎日の
日本語読解で経験しているものと推測しています。科学的なデータ検証はまだできて
いませんが、彼らの傍らに寄り添っていると、そうした彼らの感覚が伝わってきます。
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このスライドとの差異を体験してみて下さい。
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DAISYとは、Digital Accessible Information Systemの略で、アクセシブルなデジタルテキ
ストの世界規格です。DAISYコンソーシアムという世界５０ヶ国以上に加盟団体をもつ非
営利組織によって世界的な普及が図られています。平成２０年（2008年）には国連機関

（国際電気通信連合）から、図書に対するマイノリティのアクセシビリティを増進した活
動に対して表彰されています。

日本では、平成２０年（2008年）9月に教科書バリアフリー法が施行され、DAISY版教科

書が日本障害者リハビリテーション協会のサイトから、読み困難な子どもたちに対して
配布されるようになりました。

写真は、インドネシアから来日した小学校４年生の児童の支援活動を行っているところ
です。こうしたDAISY版教科書にブックマークという機能によって、挿絵ごとに物語のイ

ンドネシア語翻訳した要旨をお父さんにインドネシア語で録音してもらい、確認できるよ
うにしてあります。著作権法３５条にもとづき、こうした支援を学校の先生に依頼して実
施しました。

当初、まったく日本語が分からないままに、授業に参加していたこの生徒は、こうした
支援によって、授業を理解しながら参加できるようになりました。写真の様子は、友だ
ちも出来て、彼女が友だちにソフトの使い方を教えているところです。
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この写真は、２人の日本語能力の異なる生徒が在籍する教室で、先生がDAISY版教
科書をiPadで使用して教えている場面です。左の生徒は、１年生のときから滞日してい
るので、こうしてひとりで読解できますが、右側の生徒が来日して１年しかたっていない
ので、先生が寄り添って指導しています。この先生によれば、こうしたツールを使用で
きると学力差のある場合に、とても助かるとのことでした。
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初期日本語教室の支援に戻りますが、連携した先生によれば、３カ月間の指導の最終
的な目標として、小学校１年～３年の国語の教科書を読ませるトレーニングまで行って
から、各学校に生徒を送りたいとのことでした。そこで、我々は、（著作権法３５条にもと
づき）、８編の作品の多言語デジタル教科書を試作しました。

これは、小学校１年生用国語教科書に載っていた「てがみ」という文章の英語翻訳版で
す。一見、とても、やさしい内容なのですが、こうした翻訳してみると、のっけから高度
な時制（過去完了形など）を使用せざるを得ない文章であることが分かります。
つまり、英語という言語フィルターを通してみると、一見やさしそうに見える物語が高度
な文法事項の理解を前提とするものとなっていることが明らかとなります。
（ひっくりかえせば、日本語の時制の理解は、それほどに、英語の言語フィルターから
みると難しいということになります。）
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これも、小学校１年生の国語の教科書に載っている「おおきなかぶ」のポルトガル語翻
訳を試みたものです。この作品を取り上げるときに、じつは、議論がありました。教育委
員会の外国人児童生徒教育担当のスタッフ（彼女自身が日系ブラジル人でした）は、こ
んな作品を取り上げても面白くないと反対されたのです。その理由は、リフレインが多く
て、面白くないとのことでした。
結局、普段子どもたちに接していて、子どもの受け止め方を良く理解している現場の初
期日本語教室の先生側の意向を受けて、５つの言語での翻訳に踏み切りました。

ポルトガル語への翻訳者とのやり取りの中で、問題となった点があります。
「あまいかぶ」というのが理解できないと言うのです。
ブラジルで、甘さというのは、ケーキやお菓子の甘さのイメージだというのです。野菜が
甘いというのはあり得ないし、気持ちが悪いと言うのです。私たちの共有する野菜独特
のうっすらとして甘みを説明しても納得してくれません。

実際、ブラジルから来られた日系人児童は、野菜があまりすきではありません。レスト
ランで会食したときも、サンドイッチには肉だけ挟んで、野菜はいらないと特別オーダー
を出すくらいでした。
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そこで、本文の最後に、「「あまい」という日本語には、美味しいという意味があります。
国によって、美味しさ（味覚）が違うというのも面白いですね。クラスの皆さんで、食べ物
の味について話し合ってみましょう。」という注記をつけました。
先生方に、こうした食文化・味覚文化について考えてもらおうという意図からです。
学校の給食では、偏食は悪いことと厳しく指導されるケースが多いようですが、マイノリ
ティ児童のエスニックグループごとの食の好みについては、どのくらい、把握されてい
るでしょうか。栄養摂取という観点から、食文化の相違に対する意識を高めていくこと
はマイノリティ児童を受け入れる側には重要です。子どもたちは掛け替えのない成長
期にあるからです。

こうした発見も、多言語翻訳の成果です。

こうした制作された教材は、本来、有効な教育資源となるはずです。しかし、著作権の
制約から、こうした文化資源の共有化はできていないというのが現状です。貴重な社
会資源の有効利用が社会的に阻害されているのです。なんともったいないことでしょう。
この点については後ほど、再度、触れたいと思います。
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外国人児童生徒を支えていく教育を模索していくとき、J.カミンズが提唱したアイデン
ティティ・テキストという概念はとても重要なポイントとなります。アイデンティティ・クライ
シスに直面する外国人児童生徒とっては、自身が自らの文化的背景を理解し、自尊意
識を強化していくことが不可欠となるからです。

これは、平成２２年（２０１０年）に日系ブラジル人学校の「アジアブラジル学園」と連携し
て作成した「大きな夢」というデジタル絵本です。ブラジル領事館が主催した絵画展に
向けて子どもたちの描いた絵に、中澤ローザ先生が子どもたちのインタビューから作
成した文章を付け加えたものです。その時、私たちは、カミングスの概念を知りません
でした。しかし、このワークの効果は、かなり大きなものでした。
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音声は、子どもたちが分担して録音しました。日本語を担当したのは、公立小学校に
通い、この学園を学童保育として利用している児童でした。
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この学園は、２００８年夏前までは、７５名を越える生徒がいたのですが、２０１０年の暮
れには、十数名までに生徒の人数が激減していきました。３歳児から１２歳の児童まで
が通う学園でした。保育園と小学校と学童保育が一緒になったような学園でした。児童
の中には、近くの日系ブラジル人学校に通うのを嫌がって通っている者もいました。し
かし、子どもたちは、それぞれの背景が違うためにばらばらで孤立していました。
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完成したデジタル絵本は、クリスマスの機会を取られてプレゼント贈呈しました。これは、
メディア広報用に大学に招待して小さなパーティーを開いたときに写真です。後日、開
かれた学園のクリスマス会では、保護者の前でお披露目をしてから全員にデジタル絵
本DVDをプレゼントしました。子どもたちは、自分たちが描いた絵や録音した朗読に自
慢げでした。

こうしたワークを通じて、大きな変化が子どもたちに生じました。「いままでばらばらだっ
た子どもたちの団結力が高まった」「日本語に対する興味を持ち始めた」「日本語にか
ぎらず様々な言葉に対する興味関心も増大した」とのことです。ローザ先生ご自身もパ
ソコンを使って教育教材を作り始めておりました。残念ながら、この学園は、この後しば
らくして閉校されてしまいました。

先にお見せした『京都が好きになったデウィ』という創作デジタル絵本も、こうした成果
を背景として、制作したものです。
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Rits-DAISYでは、こうした活動と並行して、読み困難な児童に対して、試験問題をパ
ワーポイントによって音声を付加する支援も行っています。試験をDAISY化した場合、
ディスレクシア児童の成績がいかに上昇するかについては、DiTTのプロジェクトチーム
によって、その結果が報告されています。普段、１０点未満の子どもたちが、いきなり７
０点、８０点の成績を取り始めます。
デジタル教科書の議論では、そのアクセシビリティーに焦点化されますが、児童生徒に
とって、一番大切なのは評価です。試験が読めるようになり、成績が上がると、いまま
で自分自身を出来ない子どもだと思っていた児童が、自信を持ち始めます。これによっ
て、さらに、さまざまな図書に触れようとする動機も高まるのです。
私たちは、こうした支援は外国人児童生徒にとっても必要となる場合があると考えてい
ます。
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DAISYツールは、DAISY4の段階ではEPUB３と同等です。動画も管理できるようになり
ましたので、将来的には手話との連動も編集できるソフトが出てくると思われます。ボ
ランティア支援には適合的なツールで、多言語に対応できますので、外国人児童生徒
の日本語・母語学習支援には強力なツールとなります。
先に提示した新しい支援の形は、こうしたICTの時空を超えた利便性を基盤とした発想
です。

今後は、教科書を読める・理解できるようにしていくだけでなく、試験への対応も今後の
課題です。

いままでのRits-DAISYとして、以上のように努力してきたのですが、学校の教育現場
でのデジタル図書利用はなかなか進んでいません。それぞれの先生方がきわめて個
性的な教え方を追求しており、教室内での利用を進めていくのが難しいのです。
それゆえ、デジタル図書や教材は、自学自習の支援ツ―ルとしての適合性が高いよう
のではないかと考えているところです。

そうしてみると、DAISYツールの弱点は、現在までのところ、インターラクティブな作り込
みができないことです。この点は、より魅力的な自学自習教材（学校の先生の要望でも
ある）を開発するうえで、技術的ボトルネックとなっています。
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DAISY版教科書・教材を使用した支援が進まない理由にはもうひとつあります。こころ
の壁の問題です。

DAISYを使用した支援に対して、外国人児童の保護者に中には、「障害という枠組み
は許容できない。私の子どもは障害者ではない。だから、そんな支援はいらない。」と
考える方もいらっしゃいます。日本社会に中で受けた差別体験から生じた心の中のトラ
ウマが、障害と言う言葉への拒絶反応を引き出しているものと考えられます。

こうしたこころの壁をもたらしているのは、じつは制度の壁の問題でもあると言えます。
そうした制度の壁について、つづけて考察していきましょう。

30



デジタル教科書の議論では、アクセシビリティ―の課題も含めてではありますが、理想

的なデジタル教科書設計とはいったい何かという議論に終始する傾向があります。し
かし、外国人児童生徒など多様なマイノリティを念頭に入れると、むしろ、著作権法の
あり方や文部科学省のデジタル教科書政策のあり方、そして、学校のICT教育を支援し
ていく体制の構築など、制度の議論がむしろ重要なのです。
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現在、読み困難な子どもたちに向けて、以下の３つのルートでデジタル教科書が供給
されています。

①著作権法３３条の２の第４項を基盤とする読み障害児童に向けたデジタル教科書の
無料配布
「日本障害者リハビリテーション協会サイト」「東京大学先端科学研究所サイト」
2008年教科書バリアフリー法施行を受けて改定された著作権法３３条の２の第４項を

基盤としています。
②著作権法３７条の第３項による図書館等による読み障害者に向けたデジタル教科書
の制作
③教科書出版会社による一般児童に向けたデジタル教科書出版販売

これら一つずつについて、課題を分析していきましょう。
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まず、①日本障害者リハビリテーション協会サイトから無料配布されているDAISY版教
科書について見ていきましょう。これは平成２０年（２００８年）に施行された「教科書バ
リアフリー法」に基づき、平成２２年（２０１０年）を改定された著作権法３３条の２の第４
項が根拠となっています。
これに関しては、教科書が読めない外国人児童生徒も、「読み困難な者」と位置づけら
れるか？という問題が残ります。
このサイトによって救われた読み困難な児童は多数に上ります。しかし、ディスレクシ
ア児童（義務教育課程の児童生徒人口１０００万として、かりに５％の発現率とすると、
５０万人の潜在的なユーザー人口）に対しても、十分に、届けられていない（サイト登録
数は、１６００名程度）のではないかという課題が残ります。
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具体的に、教科書バリアフリー法の第１条から、本法律の設立主旨を確認しておきま
しょう。この法律の目的は、「障害その他の特性の有無にかかわらず児童及び生徒が
十分な教育を受けることができる学校教育の推進に資すること」にあるとされています。
だとすれば、日本語の障壁に苦しむ外国人児童生徒に対して、その利用の推進を目
指すことは当然のことではないでしょうか。しかし、文部科学省はこの点において、積
極的な政策を提示するに至っておりません。
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第３条では、そうした国の責任を明記していますし、第４条では、教科書会社側の責務も規定されていま
す しかし いずれも努力義務になっているところに課題が残されていますす。しかし、いずれも努力義務になっているところに課題が残されています。

さきに、皆さんに体験してもらいましたが、学習障害児童を苦しめる文字のバリアーは、なれない日本語
の学習で困難に直面する外国人児童生徒の苦しみと同等です。

義務教育課程においては、教科書をわれわれの税金を投入して購入しており、無料配布が実施されて
いるのですから、教科書出版会社の不利益は現実的には起こり得ないはずです。だれも損失を受けず、
たんにてのひらを返すほどの政策変更を加えるだけで、多大なメリットがマイノリティー児童に及ぶので
す。文部科学省の積極的な政策転換が切に望まれます。

DAISY版教科書は、じつは、国が制作しているわけではありません。全国のボランティア団体が手分けし
て制作しているのです。そうしたボランティアが汗した労作にも関わらず、その利用率は、潜在的なディス
レクシア児童生徒を５０万人と推計するとその０．５％にも届かない状況にあるのは悲しいことです。

その大きな原因は、さきほど外国人家庭のケースでも観たように、「障害」というレッテルを忌避する保護
者の姿勢です。通常教室にいるディスレクシア児童は発見が難しいという面もありますが、いざ、DAISY
版教科書を使わせようとしても、「障害者」のためのツールという点に保護者が抵抗感を示す場合がある
のです。では、どうすれば良いのか？
教科書バリアフリー法の精神を貫徹すれば良いのです。つまり、こうしたデジタル教科書を使いやすいと
思 た児童生徒 全員使わ く うな姿勢が必須となる す も も バ デザ思った児童生徒に全員使わせていくような姿勢が必須となるのです。そもそも、ユニバーサルデザイン
の図書規格なのですから、誰でも使いたい、この方が読みやすいと思った児童生徒に使わせていく政策
を取るべきなのです。
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「教科書バリアフリー法」の施行に付随した平成２２年（２０１０年）の著作権改定では、
障害者に向けた著作権フリーの規定においても大きな前進がありました。いわゆる、
著作権３７条第３項の規定で、読みの困難な障害者に向けて図書館等がデジタル図書
形式で複製し、インターネット配信することが可能とされたのです。
これを受けて、図書館協会は、利害関係者と議論の末、ガイドラインを制作しました。こ
のガイドラインにおいては、あらゆる読み困難な者に対して、図書へのアクセシビリ
ティーを追求しようとする配慮に富んだものとなっています。
読み障害の事例として、「活字をそのままの大きさでは読めない」「活字を長時間集中
して読むことができない」「目で読んでも内容が分からない，あるいは内容を記憶でき
ない」「その他，原本をそのままの形では利用できない」など、具体的事例が列挙され
ており、この規定からは、外国人児童生徒が直面する読み困難も含まれると解釈でき
ます。
外国人児童生徒が直面する困難を理解する先進的な図書館機関は、すでに、本法規
定に読み困難な外国人児童生徒が含まれると考え始めています。
しかし、政策的裏づけが無い状況では、いわゆる著作権問題のグレーゾーンとしてみ
なされ、法規の厳守を貫こうとする教育委員会や学校では、なかなか受け入れられま
せん。
こうした点から、外国人児童生徒が直面する読み困難＝「文化的障害」も、ある種の障
害の範疇としてみなす著作法政策が必須となります。どうしたらよいのか、この点につ
いては、９月に実施された文化庁著作権課のヒアリングの提出した提案書を添付して
おりますので、ぜひ、参考にされてください。
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教科書会社は、すでに高校教科書ではデジタル教科書を出版しはじめています。初等教育課程のデジ
タル教科書の販売については来春を目指して準備していているようです ５月１０日に 京都でシンポジタル教科書の販売については来春を目指して準備していているようです。５月１０日に、京都でシンポジ
ウムを開催した際に、教科書出版会社が出席してくださり、小学校向けデジタル教科書の試作品を公開
してくれました。
確かにアクセシビリティーという観点からはいろいろな工夫がされていました。会場から、文字フォントに
関する要望が出ましたが、教科書会社側の解答は、「教科書と言えども商品であるので、原価計算が必
要となる。あらゆる要望に対応することは、こうした制約から難しい」というものでした。
そこに、デジタル教科書出版の課題があります。理想的な形は、追求できるにしても、現実には市場価
格の制約があると言う点です。

試験を制作するツールなどもついており、とても便利に見えるのですが、試験問題には音声が張り付け試験を制作するツ ルなどもついており、とても便利に見えるのですが、試験問題には音声が張り付け
られないのです。こうした対応にも、マイノリティの真のニーズは、まだ、組とれていないように思われま
す。

このようにある程度アクセシビリティーが追求されたデジタル教科書が出版され、その著作権が厳しく守
られて、システムとして閉じた商品になってしまうと、今まで、DAISY版教科書では可能であったような、
ボランティアによる母語や「やさしい日本語」を加えていく支援ができなくなってしまいます。これは、外国
人児童生徒側からのすると、とんでもない不利益となります。

そもそも、教科書会社側もデジタル教科書制作に当って、著作権の保有者との厳しい交渉があり、それ
が莫大な負担とな ると と すが莫大な負担となっているとのことです。

デジタル教科書政策においては、著作権法において、より踏み込んだフェアユース概念の導入が求めら
れているのです。

今年、教学図書出版協会を通じて、多言語DAISY図書の許諾申請をしました。それに対する解答は、否
定的なものでした。理由は、デジタル教科書出版のあり方について方針が立てられていないというもの
でした。こうした支援は、著作権法３５条の範囲で対応してほしいということでした。全国のさまざまな支
援団体が制作した母語教材（教科書全文翻訳・要約翻訳・キーワード翻訳）をデジタル教材として、共有
化できないということになってしまいます これは これからグロ バル化社会に向かう日本にとって大き化できないということになってしまいます。これは、これからグローバル化社会に向かう日本にとって大き
な損失です。この点からも、法制度の抜本的な見直しが望まれるところです。
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最後に、こうした社会的な壁を乗り越えていくために、私たちはどうしたらよいかでしょうか。
強調したいことは 外国人児童生徒が直面する日本語の壁の背後には「文化の壁」があるということで強調したいことは、外国人児童生徒が直面する日本語の壁の背後には「文化の壁」があるということで
す。こうした壁を理解していくためにも、母語や「やさしい日本語」による支援は重要です。こうしたコンテ
ンツをデジタル教科書に加えていくことは、外国人児童生徒が立ち向かう壁を取り除いていくうえで、欠
かせない支援です。
デジタルツールという強みを活かして、多様な潜在的な人材をネットワークしながら（場合によっては、国
境を越えて）制作するデジタル教材の可能性は図り知れません。技術的には、こうした壁を乗り越えてい
く可能性が私たちの前に開けているのです。

しかし、そのためには、社会から理解が得られるということが前提となります。
従来からの議論、たとえば、子どもの権利条約を基盤とする外国人児童生徒を含む学習権の保障という従来からの議論、たとえば、子どもの権利条約を基盤とする外国人児童生徒を含む学習権の保障という
考え方は、よりいっそう大切になりますが、どうも、これだけでは、事態の打開は望めません。
私たちは、あらためて、現在日本に在住する１１万人を越える日本語に困難を抱える外国人児童生徒が、
不十分な教育しか得られなかったときに生じる社会的コストを考慮すべきです。また、こうした外国人児
童生徒のために制作した教材コンテンツは、日本人自身がグローバル世界に対応していく際に教育資
源ともなる文化資産でもあるのです。
こうしたコストとメリットを念頭に入れれば、今まで提起した外国人児童生徒の教育課題は日本社会に
とって、優先的な政策課題として位置づけられるはずです。

しかし、事態は動かないには理由があります。 それは、滞日外国人たちが日本社会では絶対的なマイ
だから す 先 見た「教科書バ 法 議員立法 たが 背後 政治的プノリティだからです。先に見た「教科書バリアフリー法」は議員立法でしたが、その背後には、政治的プ

レッシャー団体として障害者団体がありました。しかし、滞日外国人たち（ましてやその子ども）はそうした
政治力を発揮することはできないのです。そもそも政治参加もできないわけですから。彼ら自身が、日本
社会でそのような権利獲得が可能であると想像できない現実があります。

こうした状況下で問題を解決しようとする際、大学研究者、NPO/NGO等の支援者組織と政策当局との
連携、そして、そうした先覚者の日本社会の将来を見据えた卓抜な政策判断が必須です。

問題は、マイノリティのためだけではないのです。それゆえ、デジタル図書のユーバーサルデザイン性と
いう特徴をわれわれは改めて再確認する必要がありますいう特徴をわれわれは改めて再確認する必要があります。
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アクセシブルな教科書設計の追求は重要ですが、現実には様々な制約から、外国人
児童生徒も含めた多様なマイノリティを満足させられる理想形のデジタル教科書を実
現することは不可能です。

だとすれば、こうしたデジタル教科書の不備を多様な支援者が協力して、多様な障害
や困難を持った児童生徒に対して、カスタマイズしていける仕組み・制度の構築が重
要です。こうした制度設計の基本思想、これこそがデジタル教科書のユニバーサルデ
ザイン性を担保できるのです。

だれでもが読める、使えるデジタル教科書のあり方を実現するためは、著作権法を含
ダ プめた法制度、文部科学省の強力なリーダーシップが不可欠なのです。

また、国境を越えたネットワークを構築している大学が、こうした支援システムの構築
に大きな責任を持っていることも言うまでもないことです。
ICT教育の導入に際しては、こうした多様なボランティアの力を活かしていく、新たな法
的・政策的な枠組みを創り上げていく覚悟が求められているのです。
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